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国勢調査同居児表に基づくパリティ別人口推計と最近のコー

ホート出生率の動向

松村迪雄∗

女性のパリティ別人口 (既往出生時数別人口)は, 出生率の将来推計を行う上で重要な情報であ
り, 通常は国勢調査等の人口静態調査から得られる. しかし，わが国の国勢調査では 1970年調査
以降, プライバシー意識の高まりに配慮して, 既往出生児数は調査されていない. 当ペーパーは,

国勢調査の同居児表の同居児数別の統計を用いてパリティ別人口の推計を行い，その評価を行い，
その結果に基づいて最近におけるわが国のコーホート出生率の動向を分析したものである. その
結果は人口動態統計から推計されたコーホート出生率とかなり一致しており, 出生分析に十分利
用できるものであることが分かった.

1. はじめに

最近, わが国の出生率の低下は著しい. 出生率の変動は将来人口の動向に大きな影響を

与えるので, わが国でも様々な研究が行われてきた1). ただし, 研究の多くは合計特殊出生

率 (TFR: Total Fertility Rate) をベースとした期間出生率の分析が主であり, 女性の実際

の出生歴を示すコーホート出生率やパリティ (Parity) 別人口構成についての研究は比較的

少ない.

本稿は, 国勢調査の同居児表の同居児数別の結果を用いて, コーホート出生率の指標とな

るパリティ別人口を推計し, その結果に基づいて最近のわが国のコーホート出生率及び追

加出生確率の動向を検討したものである.

2. 推計の意義

パリティ別人口 (既往出生児数別人口) とは, 女性が過去に出生した子供の数別に分類・

集計した女性人口である. すなわち, 過去に子供を出生したことのない女性はパリティ 0, 1

人だけ出生した人はパリティ 1, 2人だけ出生した人はパリティ 2,· · · となる. このデータ

は国勢調査等の人口静態調査において「今までに産んだ子供の数」を 15歳以上の女性に質

問 (調査) することによって得られる. このデータから, 女性が過去に出生した平均出生児

数 (コーホート出生率) やパリティ別人口を分母とする追加出生確率が得られ, TFR等の

期間出生率と並んで出生分析の基本的データとして利用されている. パリティ別人口の基

礎となる「既往出生児数 (Children ever born) 」については, わが国でも 1950年, 1960年,
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1) わが国の出生に関する研究は数多くあるので, ここでは特に掲げない.
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1970年の大規模国勢調査で調査されてきたし, 現在においてもかなりの国の人口センサス

で調査されている. しかし, わが国の国勢調査では過去 3回調査されたが, その後は調査さ

れていないため, 現在では国立社会保障・人口問題研究所がほぼ 5年ごとに実施している

「出生動向基本調査」 (旧「出産力調査」2)) が静態調査としての唯一の情報源である. 同調

査は標本数が 1万弱の標本調査であり, 年齢別や各種の属性別の標本数はかなり小さく, 分

析上の制約となっている. また, 同調査における既往出生児数は有配偶女性に関してのみの

結果であり, 国勢調査がすべての既婚女性を対象としていた点で異なっている.

女性全体のパリティ別人口については人口動態統計からの推計が可能である. わが国で

は石川 (1983) , 河野・石川 (1985) , 河野・石川 (1986) によって推計が行われており, 出

生力表と「コーホート純再生産力表」として結果が取りまとめられている. 人口動態統計

に基づくパリティ別人口の推計には, 長期にわたって母親の年齢別と出生順位別の出生児

数の統計が必要である. 河野・石川の推計は 1950年に 15歳以上に達していた年齢階層の

1950年以降のコーホートについてである3). 最近では, 厚生労省大臣官房統計情報部が平成

18年 6月に刊行した「出生に関する統計-人口動態統計特殊報告-」において, 母親の年齢,

出生順位別の累積出生率のデータが提供されており, これを用いれば女性全体のパリティ

別人口の推計が可能である4).

本稿で試みた推計は,国勢調査時点での日本人女性全体のパリティ別人口比率であり,かっ

て国勢調査で調査されていた「今までに産んだ子供の数」の情報から求められる結果と同

じである. 推計が妥当であれば, 既往出生児数をあらためて調査することなく, 同等の結果

が得られるという大きな意義がある. 上述したように, パリティ別人口は人口動態統計の

データを積み重ねることによっても推計は可能であるが, 人口静態調査で得られる実際の

コーホート出生率と人口動態統計データから推計されるコーホート出生率では若干相違し

ており, その差異は年齢の上昇につれて出生率が急激に上昇する若年層で大きくなる5).

2) 出生動向基本調査は, 戦前の昭和 15 年に第 1 回調査が行われた「出産力調査」 (戦後は昭和 27 年以降 5 年
ごとに行われている. ) を平成 4 年の第 10 回調査に名称変更したもので, 直近の調査は, 将来人口推計の基
礎データを得るという観点から, 国勢調査と同じ年に行うこととなり, 平成 17 年 6 月に第 13 回調査が実施
された.

3) 後でも述べることになるが, 1947 年～1953 年の人口動態統計では, 母親の年齢 (5 歳階級) , 出産順位別出生
数の統計しか存在しないことから, これを出生順位とするには強い仮定が必要である.

4) この報告書の第 10表がそれであるが, 同報告書の記述部分において, これを用いた「次子出生割合」を算出し
解説している. ただし, この率は「同一世代の女子について, ある順位の子を産んだ女子のうち, その次の順
位の子 (次子) を生んだ者の割合. 」＝次順位子累積出生率／ 当該順位子累積出生率としており, 石川 (1985)

が言う追加出生確率とは異なっている.
5) 一般に, 本文で紹介した厚生労働省の「出生に関する統計」もそうであるが, 出生率の分子となる出生数は年
間の出生数であり, 分母の 10 月 1 日人口の女性が出生した子供とは異なっている. このため出生率が急速に
上昇する若年層では, 人口動態統計から単純に推計されるコーホート出生率は分母人口が実際に出生したと
して求めた出生率より高めになる. なお, 分母人口を年央人口とすれば, 差はほとんどなくなるが, それでも
完全に一致するわけではない.
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本稿で試みたパリティ別人口の推計から, コーホート出生率を求めるためのベースとな

るデータが得られるとともに, 各コーホートの追加出生確率を求めるための分母となる人

口が得られる. これが妥当な結果であれば, 国勢調査で調査される個人や世帯の各種属性別

にパリティ別人口を推計することも可能6)であろう.

3. 推計方法と推計結果

3.1 同居児法と同居児表

最初に, 推計のもととなった「同居児表」 (Own-Children Table) とそれを集計する根拠

となる「同居児法」(Own-Children Method)について簡単に説明する. 同居児法は Lee-Jay

Cho, Robert D Retherford等が開発し, 発展させた手法で, Population Census等の人口静

態調査において世帯内の母親とその子供 (同居児) とのマッチングを行い, 子供はマッチン

グされた母親から生まれたという仮定の下に, 調査時点の過去数年間における TFR等の期

間出生率を推計する手法である. この方法をわが国に紹介した伊藤 (1975) , 伊藤 (1980)は,

「人口静態調査の調査票を,『届出遅れの出生届』とみなす」と表現した. 表 1には, 同居児

法による期間出生率推計のための典型的同居児表として, 2005年国勢調査の様式 (「表-日

本人既婚女性の年齢 (各歳) , 同居児の年齢 (各歳) 別同居児数」) を掲載している. この同

居児表に基づき, わが国でも国勢調査等で, 伊藤 (1975) , 伊藤・山本 (1977) , 大林 (1979),

松村 (1980) , 伊藤 (1980) が TFRの推計を行っている. また, 伊藤・山本 (1977) , 松村

(2000) , ラザフォード・伊原他 (2004) , 伊原 (2008) によって, 同居児法によるDifferential

Fertility(差別出生力)の計測も行われてきた. ただし, これらはすべて期間出生率を推計し

たものである. Cho等によって開発された同居児法が期間出生率を推計することを意図し

たものであるから, これまでの研究が期間出生率の推計に限られていたのは当然といえる.

わが国では 1975年国勢調査から, この典型的同居児表と同様の様式で就業関係, 教育関

係の属性別にも同居児表が提供されている. 1980年国勢調査からは, 表 1に示す典型的同居

児表のほか, 表 2の様式の同居児表 (「表-配偶関係 (2区分) , 同居児数 (5区分) , 年齢 (各

歳) 別日本人女性人口」) も提供されている. これは同居児の数ごとの表であり, ほぼパリ

ティ別人口と同じであるとみなせるので, この統計を用いた出生分析も廣嶋・三田 (1995)

によって行われている. しかしながら, 同居児は出生児とは異なり, 非同居児 (母親とみなさ

れる者と同居していない者) や死亡した子供が除外されるので, 本稿ではこの表 (以下「仮

パリティ表」という. ) にもとづいて非同居児と子供の死亡等の補正を行い, 人口静態調

査で「今までに産んだ子供の数」を調査した結果と同様の数値を推計することを追求して

6) 属性別のパリティ別人口の推計は簡単にはできない. それは静態調査の属性は基本的には調査時点の属性で
あるため, 異なる調査時点の同じ属性を単純につなげることができないためである. それを行うためにはさら
なる検討が必要である.
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いる.

3.2 推計方法

具体的な推計は, 死亡した子供, 非同居児及び死亡した母親の補正を行い, それを上記の

仮パリティ表に組み入れることによって行った.

推計に際して, 以下の前提を置いている.

1⃝ 母親となる女性の死亡確率は, 年代, 年齢別に差はあるが, それ以外の属性 (例えば配

偶関係, 子供の出生, 出生児数別等) で差はない.

2⃝ 非同居児の発生は, 非同居児となった者の母親の年齢にも自分の出生順位別にも差は

ない. すなわち非同居児の母親の年齢と自分の出生順位は, その出生年における女性

の年齢, 出生順位別出生数の分布と同じである.

3⃝ 子供の死亡確率は, 年代, 年齢別に差はあるが, それ以外の属性別 (自分の出生順位,

母親の年齢等の属性) に差はない.

使用したデータは次のとおりである.

1⃝ 1980年 (昭和 55年) 以降の国勢調査の同居児表

– 1980年, 1985年は抽出詳細集計, 1990年以降は全数集計

なお, 同居児・非同居児の集計対象となる子供の年齢は, 1980～1990年が 15歳

未満, 1995年が 20歳未満, 2000年, 2005年が 20歳以下である.

2⃝ 1965年 (昭和 40年) 以降の人口動態統計による母親の年齢, 子の出生順位別出生数

– 1965～1978年は, 母親の年齢各歳, 子の出生順位 (第 1子～第 5子以上) 別出

生数

– 1979年以降は, 母親の年齢各歳, 子の出生順位 (第 1子～第 10子以上) 別出生数

3⃝ 1965年以降の子供 (20歳以下の年齢各歳別) の死亡数

– 人口動態統計は, 非同居児と死亡した子供の補正を行うために使用している. ま

た, 1966年と 1967年は嫡出子の出生順位別のデータしかないが, 今回の推計は

補正のためのデータであるので, 嫡出子のデータをそのまま用いた.

4⃝ 1965年 (昭和 40年) 以降の国勢調査又は現在推計人口による年齢各歳別日本人女子

人口

– 年齢各歳別日本人女子人口 (国勢調査年については年齢不詳を比例配分したもの)
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表 1 母とその同居児 (平成 17 年) -全国

 
資料: 平成 17 年国勢調査, 第 3 次基本集計

表 2 母とその同居児 (平成 17 年) -全国

 
資料: 平成 17 年国勢調査, 第 3 次基本集計
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推計手順の概略は次のとおりである.

1⃝ 国勢調査時点において既に死亡している子供と, 国勢調査時点において母親と同居し

ていない子供 (非同居児) とについて, その出生時点における母親の年齢と出生順位

を推計する. この推計は, 子供の出生年における人口動態統計の母親の年齢, 子供の

出生順位別の表によって行う.

2⃝ 母親の死亡の補正を行う. この補正は 1⃝の数値を子供の出生年の日本人女子人口で除

すことによって行う.

3⃝ 2⃝で得られた数値を国勢調査年の女子 (母親) の年齢コーホートで足し上げる.

4⃝ 仮パリティ表の同居児数別既婚女子を当該年の日本人女子人口で除して日本人女子

の仮パリティ比率を算出する.

5⃝ 3⃝で得られた数値を 4⃝の仮パリティ比率に組み入れる.

具体的な推計方法を数式で示すと以下のとおりとなる.

t年に出生し, 国勢調査の調査時点 T 年において既に死亡している子供DT
t (人口動態統

計の年齢別死亡数を年齢コーホートで足し上げた数値) と, t年に出生し, 国勢調査の調査

時点 T 年における非同居児 NT
t の合計をMT

t とする. (MT
t = DT

t +NT
t ) このMT

t は, T

年 10月 1日より前に死亡したか, 又は, 国勢調査の時点で非同居児となっている子供の数

である. これらの子供は, 国勢調査時点の T 年 10月 1日において (T − t) 歳になっている.

ここで は人口動態統計の年間のデータであるのに対し, NT
t は国勢調査のデータであるた

め, 両者には 3ヶ月のずれがあるが, この点については国勢調査年以外は無視する7).

MT
t を, その子供の出生年である t年における人口動態統計の母親の年齢 iと子の出生順

位 k別出生数の分布 (人口動態統計) に応じて振り分け, それをMT
t,i,k とする (上記推計手

順概略の 1⃝) .

さらにMt,i,k を t年における年齢 i歳の日本人女子人口 Ft,i (t年 10月 1日における年

齢 i歳の人口, 以下同じ. ) で割った値をMT
t,i,kとし (上記推計手順概略の 2⃝) , (MRT

t,i,k =

MT
t,i,k/Ft,i ) これを T 年における女子の年齢 j コーホートについて T 年まで累積し, その

値をMRT
j,k とする (上記推計手順概略の 3⃝) .

(MRT
j,k＝MRT

t,i,k＋MRT
t+1,i+1,k＋MRT

t+2,i+2,k＋ · · ·＋MRT
T,j,k)

7) この 3 か月のずれとは, 人口動態統計は年間の年齢別死亡数, 国勢調査は 10 月 1 日現在の年齢別非同居児数
であることから, 3 か月のずれがある者を合計することになるということである. なお, 死亡数については最
終年だけ 4分の 3にしている. 3か月のずれを無視したのは, 調整するのは相対的に少ない死亡者の調整をす
ることになるということと, その合計を母の年齢と自分の出生順位に分布する際の誤差もあることから無理
に調整する必要はないと判断したことによる.
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表 3 国勢調査年における非同居児数と子供の死亡数

 
注) 1995 年は 15～19 歳
資料: 国勢調査, 人口動態統計

このMRT
j,k は, T 年 (国勢調査時点) において年齢 j 歳となっている女子から過去に生ま

れた子供のうち, T 年 (国勢調査時点) において既に死亡しているか又は非同居児となって

いる者の数の, T 年 (国勢調査時点) における年齢 j 歳日本人女子に対する比率である. 次

に, T 年の仮パリティ表の年齢 j歳, 同居児数 k別の既婚日本人女子人口 FRT
j,kを同じ表の

年齢 j 歳の日本人女子人口 FT
j で割った値を PT

j,k として, 仮パリティ比率を算出する (上

記推計手順概略の 4⃝) . (PT
j,k = FRT

j,k/F
T
j )

今回の T 年 (国勢調査時点) における年齢 j, パリティ k (k = 0, 1, 2, 3, 4)別人口 PST
j,k

の推計は, 上記仮パリティ比率から k別の死亡・非同居児の比率を次の式のように差し引

きすることによって行われる (上記推計手順概略の 5⃝) .

PST
j,0 ＝ PT

j,0 −MRT
j,1 (年齢 j におけるパリティ 0の女子人口比率)

PST
j,1 ＝ PT

j,1 +MRT
j,1 −MRT

j,2 (年齢 j におけるパリティ 1の女子人口比率)

PST
j,2 ＝ PT

j,2 +MRT
j,2 −MRT

j,3 (年齢 j におけるパリティ 2の女子人口比率)

· · ·

各年次における子供の死亡数と非同居児数を表 3に掲げる.

3.3 推計結果

上記の方法によって, 1980年以降の国勢調査データで推計した. 結果は年齢別の日本人

女子人口を分母とする比率で示し, パリティ 0～3についてそれぞれ, 図 1～図 4に掲げて

ある. いずれも 2005年時点の年齢である. これらの結果を概観すると次のとおりである.

1⃝ パリティ 0は年齢とともに低下するが, 40歳を過ぎたあたりから上昇する. これは同
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図 1 推計結果 (パリテイ 0)

 
居児表の子供の集計対象年齢が 20歳まで (年次によって異なる) のため, 集計対象と

ならない年齢の子供が除外されるためである. また, 図 1では, 40歳を過ぎてからの

上昇ペースが 1995年と 1990年でほぼ一致しているが, これも同居児の集計対象年齢

が 1995年で 19歳まで, 1990年で 15歳までと差があるためである.

2⃝ パリティ 1は 20代で上昇した後, 30歳ころから低下する. これは第 2子の出生のた

めである. その後, 35～40歳の間に再び上昇するが, これもパリティ 0と同様, 同居

児表の集計対象年齢の制限のため, その年齢を超えた者が集計対象とならないためで

ある.

3⃝ パリティ 2以上は単峰型となっており, おおむね 40歳ころがピークである.

3.4 結果の結合

上記の結果は国勢調査の各年の同居児表に基づいた単純な推計結果であり, 一定年齢 (お

おむね 40歳頃) を超えた年齢では, 集計対象となる子供 (同居児と非同居児) の年齢制限の

ため, 実際のパリティ別割合とみなすことはできない. そこで, 各年の結果を結合して年齢

コーホートごとのパリティ別比率を作成することとした.

具体的方法は次のとおりである.

1⃝ パリティ 0は各年の同一コーホートで最も比率が低くなった値をつなげる.

2⃝ パリティ 1は各年ともに 30歳ころから第 2子出生のため比率が低下するので, 各年

の同一コーホートで 30歳過ぎに最も比率が低くなった値をつなげる.

119



統計と日本経済　第 1 巻 第 1 号 2011 年 4 月

図 2 推計結果 (パリテイ 1)

 

図 3 推計結果 (パリテイ 2)

 

3⃝ パリティ 3以上は各年の同一コーホートで最も比率が高くなった値をつなげる.

このようにしてつなげた結果は, つなげたところの年齢で不自然な動きをするとともに,

年齢別の各パリティ別の比率の合計が 1にならない年齢が出てくることから, 足して 1に

ならない年齢についてはその前後の年齢で 3歳移動平均を行い, さらに各パリティの合計
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図 4 推計結果 (パリテイ 3)

 

図 5 2005 年のパリテイ別人口比率 (推計結果)

 

値で割って, 合計が 1になるよう調整した. 2005年の結果を図 5として掲げている.

4. 結果の評価

4.1 出生動向基本調査との比較

ここでは上記の結果がどの程度の精度であるかについて検証する. まず, 既存の統計デー

タと比較しよう. 2005年に国立社会保障・人口問題研究所が実施した「出生動向基本調査」

の結果と 2005年に関する推計結果を比較したのが表 4と表 5である. 両者を比較する上
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表 4 出生動向基本調査との比較-その 1―2005 年の一人当たり出生児数 (人) ―

 
資料: 国立社会保障・人口問題研究所「第 13 回出生動向基本調査�」, 2007 年
(注) 出生動向基本調査は夫婦の出生数, 国勢調査は既婚者の出生数
国勢調査のパリテイ 4 以上はパリテイ 4 として算出

表 5 推計結果と出生動向基本調査との比較-その 2―2005 年のパリテイ別比率―

 
資料: 国立社会保障・人口問題研究所「第 13 回出生動向基本調査�」, 2007 年
(注) 出生動向基本調査は夫婦, 推計結果は既婚者を分母としている

で注意しなければならないことは, 第 1に, 出生動向基本調査は夫婦が対象であるのに対し

て, 推計結果は離別者と死別者を含めた既婚者が対象となることである. このため, 一人当

たり出生児数については推計結果のほうが若干少なめになることが予想される. 第 2に, 出

生動向基本調査のサンプル数がかなり小さい点である. 例えば, 20～24歳ではサンプル数

は 134しかなく, 最も多い 35～39歳でも 1372にすぎない. したがって, 出生動向基本調査

の誤差率は高く, 調査ごとにかなりのブレが生じる可能性が予想される.

以上の点に留意した上で, 2005年の結果を比較すると, 両者はかなり近い数値となって

いる. あえて気になる差が生じているところを挙げるとすれば, 1⃝20～24歳の一人当たり

出生児数について推計結果が大きくなっている点と, 2⃝40歳以上で, パリティ 0について

推計結果が小さく, 逆にパリティ 1は推計結果が大きくなっている点である.
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4.2 人口動態統計による推計値との比較

日本人人口総数のパリティ別人口比率は, 人口動態統計からも推計が可能である. その方

法については石川 (1983) に述べられているので, 説明は省略する. ここでは, 人口動態統

計による推計値と本稿における推計結果を比較する. ただし, 国勢調査の母親の年齢別同居

児と人口動態統計の母親の年齢別出生児とは一致しないことには注意を要する. 図 6はそ

れを確認するためのレキシス図である. T 年における人口動態統計による母親の年齢 a歳

の出生数は, この図でいうと四角形 ABCD内で生じたものであるのに対して, T 年におけ

る国勢調査による a歳の女性の「0歳」の同居児は IJLK内の出生である. この差は出生が

急激に変化する若年層では無視できないものとなることが予想できる. ただし, 母の出生

年齢がピークを過ぎると逆のゆり戻しが生じることから, 最終的な結果 (すなわち生涯出生

率) については, 両者はほぼ一致するとみて差し支えない8).

ここでは, 若年層のコーホート出生率が重要であるという観点から, 人口動態統計の母親

の年齢別, 出生順位別の年間出生数を配分して, 可能な限り 10月 1日現在の女性の年齢コー

ホートの出生数に合うように補正した. (具体的な補正方法については末尾の (補足) を参照

されたい. ) また, 人口動態統計からパリティ別人口を推計するには, 過去の長期にわたっ

て母親の年齢別, 出生順位別の毎年の出生数が必要であるが, 公表データの不足により推計

上の制約がある. 一つは, 1954年～1978年の統計が第 5子以上でまとめられている点であ

る. このため, パリティ 0からパリティ 4までしか正確には推計できず, 第 5子以上はすべ

てパリティ 5として推計している. 二つめは, 1954年～1964年は母親の年齢が 5歳階級で

しか得られない点であり, ここでは 1965年の年齢各歳の分布で配分した.

このように加工した人口動態統計から推計される 2005年におけるパリティ別人口比率と

本稿の推計結果を比較したのが図 7～図 11である. 参考までに, 人口動態統計を上記のよ

うな補正を行わない場合の結果についても (非補正) として図示し, 上記の補正を行った値

(補正) と併せて掲載している.

この結果から, パリティ 0～2ともに 40歳位まで人口動態統計の補正値と本稿の推計値

とは, かなり一致していることが読み取れる. ただし, 人口動態統計の非補正値とは, 予想

どおり若年層でかなりの差が認められる. また, パリティ 3は 40歳を超えてもかなり一致

している. また, 一人当たり出生児数 (コーホート出生率) は 50歳近くまでほぼ一致してい

る (表 6及び図 11参照) . さらに, 本稿の推計結果と直接の関係はないが, 人口動態統計に

よる推計値は, 分母となる年齢別人口がその前後の年齢との間に大きな差が生じる年齢 (例

えば「ひのえうま」年の出生人口とその前後の年齢) では分母と分子の違いによる誤差が

累積するため, かなりのぶれが生じていることもこれらの図から明らかである.

8) これについては廣嶋 (2006) も同様のことを述べている.
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図 6 レキシス図

 

表 6 主要年齢の一人当たり出生児数の推計値と人口動態統計との比較

 
資料: 人口動態統計
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図 7 推計結果と人口動態統計による推計値の比較(パリテイ 0) -2005 年

 

図 8 推計結果と人口動態統計による推計値の比較(パリテイ 1) -2005 年
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図 9 推計値と人口動態統計による推計値の比較(パリテイ 2) -2005 年

 

図 10 推計値と人口動態統計による推計値の比較(パリテイ 3) -2005 年

 

4.3 評価

以上の結果を踏まえて, 推計結果について考察する. 第 1に, 40歳までの既往出生児数別

割合については, 推計結果は十分利用可能な精度が確保できている. ただし, 人口動態統計

と比較すると, 40歳を超えると推計結果の方がパリティ 0では低く, パリティ 1と 2では高

126



松村 迪雄: 国勢調査同居児表に基づくパリティ別人口推計と最近のコーホート出生率の動向

図 11 推計値と人口動態統計の推計値の比較(一人当たり出生児数) -2005 年

 

くなっている. その差はパリティ 0で 0.05程度, パリティ 1で 0.02～0.03程度, パリティ 2

で 0.03～0.04程度 (いずれも「ひのえうま」年出生とその前後の年齢を除く. ) である. こ

の差は単純な誤差の範囲以上と考えられる. しかし, 一人当たり出生児数で見ると, 40歳以

上の階層で生じる差は大きくても 0.05人程度であるから, それほど大きな差ではなく, 50

歳を過ぎてから 0.1人を超えて, 比較的大きな差となってくる. このことは, 40歳以上の階

層でパリティ 0, 1, 2の比率に問題があるのかもしれないが, そのトータルであるコーホー

ト出生率には問題はないということを示唆している.

それでは, なぜ 40歳以上のパリティ別比率の推計結果に問題が生じているのであろうか.

以下, その原因を考察する.

推計結果がパリティ 0で低く, パリティ 1と 2で高いことは, 子供の死亡と非同居児の補

正の際の累積値 (3ページ推計式のMRT
j,k) においてMRT

j,1とMRT
j,2の値が大きかったた

めである. MRT
j,k のうち死亡者のウエイトはそれほど大きくないことから, この値は非同

居児によって混乱させられたと推測できる. すなわち, 非同居児について母親の出生児数と

して 3以上に分布すべきところを, 1又は 2の, どちらかというと少ないところに分布して

しまったためである.

では, どうしてそうなるのであろうか. 表 3によると, 非同居児の同居児に対する割合は

15歳を過ぎるとかなり大きいことが認められる. その割合は, 2005年において 1～15歳が
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5.2%であるのに対し, 16～20歳は 23.5%に達している. これは, 子供が中学や高校を卒業

すると, 進学や就業のため親から離れて生活する者が多くなることを示している. 特に, 高

校を卒業する 18歳以上で高く, 20歳では 54.7% (表 3には示していない. ) と, 半数以上が

非同居児となっている. 推計ではこれらの者の出生順位は, その者が生まれた時の母親の年

齢の出生順位の分布と同じ分布をすると仮定している (2.2の 3⃝の仮定) . しかし, もし, 兄

弟姉妹が多い家庭では子供がある年齢に達したとき親と同居しないことを選択する傾向が

強いすれば, この仮定は当てはまらなくなる. さらに, 子供を持つ夫婦が離婚し, 複数の子

供を父親と母親が分けて引き取った場合も同様なことが生じる. この誤差が累積して 40歳

以上のところで出てきたと推察される. ただし, この誤差も母親の年齢の若い階層 (40歳未

満) では, 上記の誤差原因のうち離婚に係るところで生じる者が多いことと, その絶対量も

それほど大きくはないと予想されるため, それほど目立ったものとはなっていない.

この問題が本稿の推計の致命的な欠陥となってしまうのかといえば, そうでないと考え

て差し支えない. その理由は, パリティ別人口を提供する大きな目的の一つは追加出生確率

を計算する分母となる人口を得ることであり, 40歳を超えての出生率は, 近年上昇気味で

はあるものの, 出生のピークとなる年齢における値に比して格段に低いからである. また,

この誤差はパリティ別人口には影響するが, コーホート出生率 (一人当たり出生児数) には

影響しないということもある. したがって今後, 仮パリティ表が定期的に提供され, 当該推

計によるパリティ別人口比率が安定することになれば, 40歳以上でも十分利用することが

できる可能性もある. なお, 一人当たり出生児数が 50歳以上で人口動態統計との差が大き

くなるのは, 推計に当たって, パリティ 4以上をパリティ 4として推計したことが影響して

いるとみられる.

5. 推計結果に基づくコーホート出生率の動向と追加出生確率9)について

これまで, 国勢調査の同居児表から推計された女性のパリティ別人口について, 推計方法,

推計結果について検討してきた. その結果, 2005年の推計においては, パリティ別女性人口

割合については 40歳まで, 一人当たり出生児数についてはほぼ 50歳まで利用可能であるこ

とを確認した. ここでは, その結果に基づいて, これまでに研究者によって明らかにされた

ことも含めて, 最近のわが国のコーホート出生率と追加出生確率の動向について見てみる.

5.1 パリティ別人口の動向

まず, 本稿の推計結果に基づいて 1980年以降の国勢調査の各年におけるパリティ別人口

の動向 (年齢を 20歳～39歳に限る, ただし, 1980年は年齢 20歳～35歳とする. ) を図 12

～図 16に示す.

9) この用語 (追加出生確率) については, 単に「追加出生率」という言い方も考えられる. しかし, 従前, この研
究を行った石川 (1983) は追加出生確率と称していることから, 今回はそれを用いることとした.
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これから分かることは, 近年, 子供を出生していない (パリティ 0) 者の割合が 20歳代後

半から 30歳代前半を中心として急速に上昇していることであり, 2005年においては 31歳

でも約半数 (0.498) の女性がパリティ 0に留まっている. 20歳代後半におけるパリティ 0

の比率の上昇は 1985年から 1995年にかけて大きく, 最近ではそれが徐々に 30歳代後半に

まで及んできていて, 39歳でも 0.2を超えている. このままでは 5人に 1人が子供を生涯に

わたって出生しないことになる. この 25年間で最も比率が上昇したのは 28歳で, 1980年

の 0.275から 2005年の 0.681へと 0.406の上昇となっている. すなわち, この年齢では, 一

人以上の子供を出産していた女性の割合は, 1980年にはおよそ 4人のうち 3人であったが,

2005年にはおよそ 3人のうち 1人へと大きく低下している.

パリティ 1の人口比率はかなり複雑な動きをしている. それは, パリティ 0から 1へ移

行してくる者の減少とパリティ 1から 2へ移行する者の減少が絡み合っているためである.

すなわち, 23歳から 29歳まではパリティ 0に留まる者の増加によりほぼ低下傾向にある

が, 30歳と 31歳については, 1995年もしくは 2000年まで上昇して, その後低下に転じて

いる. 一方, 32歳から 39歳についてはパリティ 2に移行する者の減少によって上昇してお

り, 出生期間の後期に当たる 30歳代後半については, 0.15近辺の比率であった 1995年まで

から 2005年にかけて 0.20近辺にまで上昇している. この状況が続けば, 女性の 5人に 1人

は, 生涯の子供数が 1人となる可能性が高い.

パリティ 2は 20歳代前半を除いて, ほぼすべての年齢で低下している. とくに 28歳から

32歳の年齢層での低下が大きく, 30歳ではこの 25年間に 0.485から 0.182へ 0.303低下し

ている. また, 30歳代後半では 1980年から 90年頃には 0.5を超えていたが, 2005年には

0.4を割るに至るまで低下している.

パリティ 3とパリティ 4以上は水準が異なるものの, 似た動きをしている. すなわち 20

歳代後半はほぼ低下, 30歳代は一時的に上昇していたが, 2000年からはすべての階層で低

下しており, その低下幅も大きい. 30歳代後半のパリティ 3はかつては 0.2あったが 2005

年には 0.15を割っている.

以上のことから, 近年の女性の子供の産み方の特徴として以下の点が指摘できる.

1⃝ 20歳代後半から 30歳代前半にかけて, 子供を持たない者が増加しており, 30歳前後

で半数の女性が出生をしておらず, 子供をほぼ産み終える 40歳前後の約 2割の者が

出生していない.

2⃝ 子供を産んだとしても 1子だけに留める者が増加しており, 生涯の子供数が 1人であ

る女性が全体の 5人に 1人の割合に達しようとしている.

3⃝ 子供を 2人以上出生した者の比率は近年急速に低下しており, 子供が 2人又は 3人い

る 30歳代後半の女性は, 1990年から 95年にかけては 7割前後だったが, 2005年に
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図 12 年齢別パリテイ 0 人口比率の推移

 

図 13 年齢別パリテイ 1 人口比率の推移

 

は 5割程度にまで低下してきている.

5.2 一人当たり出生児数の動向

表 7は主要な年齢について, 図 17は国勢調査の各年における年齢別の一人当たり既往出

生児数 (以下, 単に「出生児数」と言う. ) を示したものである. これをみても明らかなよ

うに, 近年の女性一人当たり出生児数の減少は著しい. とくに 30歳前後の減少は大きく, 年
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図 14 年齢別パリテイ 2 人口比率の推移

 

図 15 年齢別パリテイ 3 人口比率の推移

 

齢別出生率がピークとなる 30歳においては, 1980年からの 25年間に 1.55人から 0.71人

へと半分以下となっている. 20歳以上の一人当たり出生児数のこの 25年間の動きを図 17

に示す. 年齢階層ごとにみると, 1985年には 20歳代で減少が始まり, 時が経つとともに, 減

少が次第に高い年齢層へと移行して, 2005年には 40歳代前半においても減少が始まってい
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図 16 年齢別パリテイ 4 以上人口比率の推移

 

表 7 主要年齢の女性一人当たり出生児数 (推計値, 1980 年～2005 年)

 
る. 他方, 26歳以下では最近, 減少に歯止めがかかった気配もみられる. ただし, これはあ

くまで歯止めであって反転にまでは至っていない.

図 18～図 22の出生年別 (以下「出生コーホート」という. ) にみると, 1958年出生コー

ホートまでは, 生涯にほぼ 2人の出生を維持していた. この世代までは, 女性は平均して約

2人の子供を出生していたことになる. しかし, 1959年又は 1960年出生コーホート以降,

一人当たり出生児数の減少が始まり, 1965年出生コーホートは 40歳時点でも 1.6人の出生
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図 17 一人当たり出生児数の推移

 

にとどまっている. 40歳以降の出生はほとんど見込めないことから, 今後このコーホート

の未婚者が結婚したとしてもキャッチアップが生じる見込みは薄い.

図 23は既婚者一人当たりの出生児数である. これは女性全体 (図 17) とは少し様相が異

なる. 大きく異なるのは若年層であり, 24歳以下については増加していて, 最近ではそれが

27歳にまで達している. これは「婚前妊娠」 (おめでた婚) による影響とみられる. 他方,

28歳以上は既婚者においても一人当たり出生児数が最近かなり低下していて, ほぼ出生を

終える 40歳～45歳においても 2000年から 2005年にかけて減少している. この年齢階級

における未婚率は 2005年時点で 10%を超えており, これらの者が今後結婚したとしても,

分母人口が増えるだけとなって, 既婚者一人当たりの出生児数は更に減少する可能性すら

ある.

一人当たり出生児数の動向をまとめると以下のとおりである.

1⃝ 女性一人当たり出生児数は 26歳以下では減少が止まった気配がみられるものの, 全

体としては 30歳前後を中心に大きく減少している.

2⃝ 出生年別では, 1958年までの出生コーホートについては 40歳までにほぼ 2人の子供

を出生していたが, 1959年出生コーホートから減少が始まっている.

3⃝ 既婚者の一人当たり出生児数は若年層では増加も見られるが, 全体としては減少傾向
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図 18 出生年別の一人当たり出生児数の推移 (その 1)

 

図 19 出生年別の一人当たり出生児数の推移 (その 2)

 

図 20 出生年別の一人当たり出生児数の推移 (その 3)
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図 21 出生年別の一人当たり出生児数の推移 (その 4)

 

図 22 出生年別の一人当たり出生児数の推移 (その 5)

 

である. ほぼ出生を終える 40～45歳でも減少が始まり, 今後の回復は見込めそうに

ない.

5.3 追加出生確率の動向

本稿のパリティ別人口の推計は, 追加出生確率計算のための分母人口を提供することも

目的の一つである. ここでは, 推計したパリティ別人口を用いて追加出生確率の動向をみる

こととする. 用いるデータと計算方法は, 1⃝推計値を分母として, 2⃝国勢調査の翌年の人口

動態統計による出生順位別出生数を分子とした結果である10). ここで問題となるのは, 国勢

調査の年齢別人口と人口動態統計の母親の年齢別出生数は厳密には一致しないことである.

今回は追加出生率の絶対的水準をみるのではなく, 主にその変動をみることとしたため, 人

10) これについては, 過去に追加出生確率を計算した石川 (1985) も同様に国勢調査の翌年の人口動態統計を用い
ている.
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図 23 既婚者の一人当たり出生児数の推移

 

口動態統計のデータを補正せずそのまま用いることとした. また, 40歳以上に関しては, 分

母となるパリティ別人口の推計結果に若干の問題あることが認められており, 40歳を超え

た出生は僅少であるので, この年齢層を除外し, 40歳未満のみを対象として計算した.

その結果は図 24から図 26に示すとおりである. いくつかの年齢と年代で不自然な動き

があるが, これはほとんどが「ひのえうま」年とその前後に出生したコーホートの分母・分

子のずれによるものである. 第 1子出生確率は, 24歳から 30歳までの低下が顕著である.

特に 26歳については, 1981年から 2006年の 25年間で約 4分の 1に低下し, 31歳と 32歳

についても, 2001年から晩婚化に伴って低下が始まっている. 他方, 23歳以下では下げ止

まりがみられ, 34歳以上ではわずかではあるが上昇の気配がある.

第 2子についてみると, おおむね第 1子と同様であり, 30歳前後でかなり低下し, 23歳未

満と 30代後半で上昇している. ピークは 1981年に 28歳で 0.305あったが, その後急速に

低下し, 2001年には 30歳でかろうじて 0.2を維持しているに過ぎず, 2006年には全ての年

齢で 0.2を切ったことが注目されよう. また, 追加出生確率が高い年齢層は 20代前半へと

移行し, 2006年には 22歳で 0.192と最も高く, 20歳代から 30歳代前半までの値がフラッ

トになってしまっていることも併せて興味深い. これは第 1子から第 2子への移行が年齢

に関係なくなっていることを示しており, 一時的な動きかどうか今後の観測が必要である.

第 3子についてみると, 29歳から 32歳までについては 1986年から 1991年まで上昇した
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図 24 第 1 子追加出生確率の推移

 

図 25 第 2 子追加出生確率の推移

 

時期もあったが, やはり最近は低下している. また, 26歳未満と 35歳以上については 2006

年が最も高い. すなわち, 若年層は第 2子と同様, 早めに多くの子を産んでいることを示し

ており, 場合によってはこれらの者は今後, 多産となることもあり得る. 30歳代後半の上昇

は結婚と出産年齢の遅れによるキャッチアップともみられるが, そもそも分母の人口の減

少による可能性もある.
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図 26 第 3 子追加出生確率の推移

 
追加出生確率についてまとめると以下のとおりである.

1⃝ 第 1子出生確率は 20代後半で大きく低下している.

2⃝ 第 2子, 第 3子ともに 30歳前後で低下しているが, 20歳代前半と 30歳代後半ではむ

しろ上昇している. ただし, 30歳代後半の上昇は分母人口が減少している中での上昇

であり, パリティの拡大に寄与しているとは言い難い.

6. おわりに

国勢調査の同居児表からコーホート出生率の指標となるパリティ別人口を推計し, その

結果に基づいて近年のわが国の出生の動向について検討した. その結果は, まず第一に, 同

居児法に基づくパリティ別人口は 40歳までの階層については十分な精度が見込まれること

が判明した. 国勢調査では 1970年以降, 既往出生児数の調査を行っていないが, 今後の国

勢調査においても引き続き同居児表で仮パリティ表が提供されれば, 既往出生児数を調査

したのとほぼ同じ結果が提供されることになる.

推計結果に基づく近年のわが国の出生の動向に関しては, 第 1に子供を産まない女性が

以前は 1割程度であったのに対して, 近年は 2割程度にまで上昇していること, 子供を 2人

以上産んだ女性の割合が, 従前の 7割以上から 5割程度にまで低下し, 生涯の子供数が一人

の者が増加していること, 一方で, 若い世代では低出生率に下げ止まりの気配も見られるこ

となどが判明した.

このほか, 1958年出生コーホートまでは平均でほぼ 2人の子供を出生していたが, 1959
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年出生コーホートからは一人当たり出生児数の低下が始まり, 同時に既婚出生率の低下も

生じていることから, 結婚によるキャッチアップの可能性も低いこと, 若年層では婚前妊娠

の影響と見られる既婚出生率の上昇がみられるなど, 既に出生動向基本調査などで明らか

にされていることも今回の推計結果で確認された.

これらの結果は 2005年までの国勢調査に基づくものである. 最近の人口動態統計によ

れば, 期間出生率である TFRは 2005年の 1.26を底として上昇に転じている. これはコー

ホート出生率の上昇をもたらす可能性を示唆しているが, 一方でこの間の経済状況の好転

による一時的な反転の可能性もある. しかし, 2008年からは, 100年に一度といわれる大不

況に陥った現在の経済状況の中で, 2009年以降の出生の動向がわが国のコーホート出生率

にどう影響を与えるか注目すべきところである.
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(補足) -人口動態統計の補正方法-

本研究は国勢調査の 10月 1日現在における女性の年齢別既往出生児数を推計するもの

であるので, 人口動態統計の補正は人口動態統計の母親の年齢別, 出生順位別出生児数を各

年の 10月 1日現在の母親の年齢コーホートからの出生児数に組み替えるという方法によ

り行っている. 実際の推計は, 各年の, 出生順位ごとに行っているが, ここでは分かりやす

くするため, その両方の変数を省略している. 具体的には補足図の a歳の年間出生児数 (□

ABCD内の出生児数＝ Ba) を IJ 線を横切るコーホートの出生児数 (□ FGHE 内) に組

み替えた. その方法は

1⃝ a歳の出生児数Baを a歳の若い方からma,1(図では□EGCD) , ma,2, ma,3, ma,4の

4期に分ける.

2⃝ a歳内は直線的に変化するとして,

ma,1 ＝ (ma−1,4) + (Ba−4 ×ma−1,4)× 1÷ 16

ma,2 ＝ (ma−1,4) + (Ba−4 ×ma−1,4)× 3÷ 16

ma,3 ＝ (ma−1,4) + (Ba−4 ×ma−1,4)× 5÷ 16

ma,4 ＝ (ma−1,4) + (Ba−4 ×ma−1,4)× 7÷ 16

3⃝ ma,1 の実際の IJ コーホートの a歳での出生数は□ EGJDであるので IJ コーホー
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トのma,1 内の出生数 Ba,ma,1 は

Ba,ma,1 = ma,1 × 3÷ 4＋ma,1 ÷ 4× (Ba ÷ (Ba＋ Ba−1))

同様に, IJ コーホートのma,2 内の出生数 Ba,ma,2 は

Ba,ma,2＝ma,2 × 3÷ 4＋ma,2 ÷ 4× (Ba−1 ÷ (Ba＋ Ba−1))

以下, Ba,ma,3 , Ba,ma,4 は

Ba,ma,3 ＝ ma,3 × 1÷ 2＋ma,3 ÷ 4× (Ba−1 ÷ (Ba＋ Ba−1))

Ba,ma,4 ＝ ma,4 × 1÷ 4＋ma,4 ÷ 4× (Ba−1 ÷ (Ba＋ Ba−1))

としている.

また, ma,1 から ma,4 で IJ コーホートからの出生とならないものは, IJ の前後のコーホー

トに入れている.

図 27 (補足) のグラフ
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